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資料６ 

 

システムインタフェースの変更点について（案） 

 

 

主な変更点は以下のとおり。 

１．【都道府県】 

  ○「事業所異動連絡票情報（基本情報）」 
   ・指定／基準該当等事業所区分コードに「地域密着型事業所」を追加する。 

  ○「事業所異動連絡票情報（サービス情報）」※レイアウト変更あり 
   ・地域密着型サービスの指定保険者番号等を設定する。（既存の基準該当情報登録項

目に設定） 
   ・介護サービス、介護予防サービス、地域密着型サービスの体制等状況を設定する。 

・介護サービス、介護予防サービス、地域密着型サービスのサービス種類、施設等

区分、人員配置区分コードを追加する。 
  ・事業所更新制の導入に伴い、指定有効開始年月日、指定有効終了年月日、指定更 

新申請中区分、効力停止開始年月日、効力停止終了年月日を追加する。 

  ○「事業所異動連絡票情報（介護支援専門員情報）」 （新規追加） 
   ・介護支援専門員情報の取り込みに伴い、審査支払及び適正化等で使用する支援専 

門員情報を追加する。 

○「事業所情報更新結果情報（支援専門員情報）」及び「事業所台帳情報（支援専門員

情報）」 （新規追加） 

・入力情報に準じて修正を行う。 
 

２．【サービス事業所】 

  ○「請求明細書情報」※レイアウト変更あり 
   ・介護予防サービスを設定する交換情報を新たに追加する。 
   ・地域密着型サービスは、既存の介護分の様式、又は、予防分の様式のいずれかに 

設定する。 
   ・認知症対応型共同生活介護と特定施設入居者生活介護を別様式とする。 

   ・認知症対応型共同生活介護について、短期利用型を別様式とする。 

  ○「増減単位数通知書情報」、「返戻保留一覧表情報」、「支払決定額内訳書情報」、「過

誤決定通知書情報」、「再審査決定通知書情報」 
・サービス種類コードに介護予防サービス、地域密着型サービスを追加する。 

   ・過誤申立事由コードに請求明細書情報の追加様式を追加する。 
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３．【支援事業所】 

  ○「給付管理票情報」※レイアウト変更あり 
   ・居宅サービス計画作成区分コードに地域包括支援センター作成を追加する。 
   ・指定サービス分、基準該当サービス分の小計を設定不要とする。 

   ・介護支援専門員情報を追加する。 

  ○「請求明細書情報（サービス計画費）」※レイアウト変更あり 
   ・介護予防支援を設定する交換情報を新たに追加する。 

   ・介護支援専門員情報を追加する。 

  ○「返戻保留一覧表情報」、「支払決定額内訳書情報」、「過誤決定通知書情報」 

・サービス種類コードに介護予防サービスを追加する。 

  ○「ケアプラン目標達成情報」、「ケアプラン目標達成者台帳情報」、「ケアプラン目標

達成情報登録対象者一覧表情報」 （新規追加） 
・事業評価加算で使用する。 

・情報の授受は地域包括支援センターと行う。 

 

４．【保険者】 

  ○「受給者異動連絡票情報」、「受給者情報突合情報」、「受給者情報更新結果情報」、「受

給者台帳情報」及び「受給者情報突合結果情報」 
   ・居宅サービス計画作成区分コードに介護予防支援事業所作成を追加する。 
   ・介護予防サービスの支給限度基準額等を設定する。 

  ○「市町村固有異動連絡票情報」、「市町村固有情報更新結果情報」及び「市町村固有 
情報」※レイアウト変更あり 

   ・介護予防サービス、地域密着型サービス、経過的要介護の区分支給限度額、種類

支給限度額を追加する。 

  ○「地域密着型サービスコード異動連絡票情報」 （新規追加） 

   ・保険者が独自に定める地域密着型サービスの単位数を設定する。 

  ○「過誤申立書情報」、「過誤決定通知書情報」、「再審査決定通知書情報」、「資格照合

表情報」、「請求額通知書情報」、「審査決定請求明細書情報」、「公費受給者別一覧表

情報」及び「介護給付費通知書情報」 
   ・サービス種類コードに介護予防サービス、地域密着型サービスを追加する。 
   ・過誤申立事由コードに請求明細書情報の追加様式を追加する。 
   ・介護予防サービス、地域密着型サービスの収入科目コードを追加する。 


